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小特集 農業農村分野のGIS（研究事例）

特 集 の 趣 旨
GIS（Geographic Information System：地理情報システム）は，位置情報や属性を持った空間情報をレイヤー化して，コンピュー
タを用いて重ね合わせて加工・管理し，高度な分析や解析を行い，結果を視覚的に表示させるシステムです。米国，カナダでスター

トした GIS技術は，１９８０年代以降，衛星による位置情報システム（GPS）やリモートセンシング（RS），各種シミュレーションや
データベース，インターネットなど，さまざまな先進技術と連携することで，応用分野は非常に広範囲となり，またその利用は急

速に拡大しました。

農業農村分野においては，これまでに土地利用情報，農業水利施設情報，ため池情報，農道・流通拠点施設情報など，さまざま

な情報について GISのデータ基盤整備が進められ，平成１８年度からは水土里情報利活用促進事業が導入され，更なる利用普及を
推進しているところです。実用面で，GISは農地や用水の利用調整や営農管理のほか，農業水利施設の維持管理，ハザードマップ
の作成，防災情報の伝達，環境配慮対策への支援など，多方面への利活用が期待されています。また，より良い利活用のためには，

農林水産省，都道府県，市町村，農協，農業委員会，土地改良区など，各種の農業関係機関や教育研究機関の間で情報の共有化を

はかることが最大の課題となっています。

そこで今回の小特集では，農業農村分野における GISの利活用をテーマとして，これにかかる最新の研究事例，先進的な利活
用事例，開発されたシステム，情報共有化の取組みなどを紹介します。

４． 農業用パイプラインの保守履歴管理GIS の構築

井上 敬資・中西 憲雄・中里 裕臣

小山 潤・中 達雄

今後，耐用年数が過ぎる数が増加する農業水利施設を限られ

た財政下で効率的に保全管理を行うためには適確な機能診断が

必要である．しかし，農業用パイプラインの多くは埋設されて

おり，詳細な診断には多額の費用が必要とされ，日常の管理デー

タより簡易に評価できるマクロ的指標を作成し，詳細な物理的

診断の優先度を判断することで保全管理の効率的な実施が期待

される．本報告では，農業用パイプラインの施設情報を GIS
データとして保有し，管理者がデータを継続的に入力すること

で，履歴管理データの省力的かつ一元的な管理や視覚的な把握

ができ，要点検箇所の抽出や保全管理計画の策定を支援するシ

ステムを構築したので，その概要を報告する．

（水土の知７５―１１，pp．１５～１８，２００７）
機能診断，施設管理，パイプライン，優先順位策定，GIS

３． 灌漑管理に関する空間情報を取り込んだ水文モデルの開発

星川 圭介・渡辺 紹裕・長野 宇規・久米 崇

灌漑農業地域における水収支の正確な把握は，適正な灌漑管

理を行う上で重要であり，水文モデルはその有効なツールとな

り得る。灌漑農業地域の水収支は用排水系統の管理など農地以

外における水管理や地域の空間構造にも強く規定されるため，

モデリングに際しては，空間情報の取り込みが不可欠である。

筆者らが開発した「灌漑管理実効評価モデル（IMPAM）」は，
用排水系統や各農地区画における水管理，地形，土壌分布など

の空間情報を，ラスター・ベクターの両形式を使い分けながら

取り込み，灌漑農業地域における水動態をシミュレートするこ

とに成功した。本報では，IMPAMの方法論・構造，ならびに
適用例について紹介する。

（水土の知７５―１１，pp．１１～１４，２００７）
灌漑管理，空間情報，水収支，アセスメント，モデル

１． GIS を用いた乾燥地における緑化ポテンシャルの推定

豊田 裕道・島田 沢彦・箭内 多聞・高橋 新平

アフリカ沙漠地域等のように地形情報が十分に得られない地

域において，一般に公開されている全球標高（SRTM-DEM）や
全球の土地被覆分類（GLCC）および衛星画像を用い，GISソ
フトを活用して地域の植生情報などを推定する手法について述

べる。具体的には，GISソフトを用いて SRTM-DEMから集水
域や河川流路を算定し，GLCCデータを集水域ごとに集計する
ことで集水域ごとの緑化ポテンシャルを迅速に算定する手法を

紹介する。また，衛星画像データから算出した正規化植生指数

（NDVI）と河川流路を重ね合わせることで，乾燥地域に特有
なワジと自然植生の関係性の把握も試みた。結論として，GIS
ソフトを用いた本手法はデータが少ない乾燥地域の灌漑計画の

効率的立案に役立つものと考えられる。

（水土の知７５―１１，pp．３～６，２００７）
GIS，緑化ポテンシャル，ワジ，集水域，NDVI

２．５０mメッシュ標高を用いた集落の孤立可能性評価

吉田 貢士・塩沢 昌・田中 幸夫・星川 和俊

平成１６年１０月に発生した新潟県中越地震では，中山間地域

に散在した集落へ至る交通網等が寸断され，新潟県旧山古志村

をはじめとする各地で集落が孤立し，「孤立集落」の深刻さを

浮き上がらせた。本研究では，中越地震において被害が最も甚

大であった旧山古志村および小千谷市，川口町の信濃川右岸地

域を対象として集落の孤立リスクを既存の GISデータをもと
に検討した。また，容易に入手可能な５０mメッシュ標高デー
タを用いて，中越地震発生時の道路寸断に伴う集落の孤立状況

を勘案し，各道路の寸断リスク・集落の孤立リスクの分布図作

成を行った。

（水土の知７５―１１，pp．７～１０，２００７）
孤立集落，道路寸断，リスクアセスメント，中越地震



（報文）

農業用水と在来水源の生活利用

坂田 寧代

１９９９年より新湖北農業水利事業が実施された滋賀県湖北町

で，個人宅に存するほり井戸，取水井戸，自噴井戸，川井戸の

地理的分布，および，水道普及前後の水利用の変化を明らかに

した。すなわち，湖北町の全集落は，灌漑用水を主として湖北

用水に依存するという等質性を有するが，生活用水では水源利

用の異質性が認められた。水道普及前後で生活用水用途別の水

源を比較すると，雑用水的用途では，水道普及前に利用水源を

二分していた川・水路水と地下水が，水道普及後も水道以外の

利用水源を二分していた。洗い場設置等の水路整備を検討する

際は，集落ごとに異なる地下水等の他水源の利用を考慮に入れ

ることが必要である。

（水土の知７５―１１，pp．２７～３１，２００７）
生活用水，水路整備，洗い場，地下水，琵琶湖，滋賀県，

アンケート調査

（技術リポート：北海道支部）

高置換酸度（y１）地帯に対する心土肥培改良技術

佐々木祐二・高尾 充・佐藤 倫富

北海道上川地方の丘陵地帯では，置換酸度（y１）の高い土壌

が多く見られる。下層土のアルミニウムの活性が高く，かつ堅

密なために根の伸長が抑制されている。根の伸長あるいは根域

の発達不良は作物の収量や品質を低下させる原因となる。作土

については営農の一環で炭カルを施用し pHおよび酸度を改善
してきたが，心土の改善は営農では容易ではないことから，心

土の pHおよび酸度を改善するため，心土肥培耕プラウを使用
し炭カルおよびテンサイから製糖行程で生じる副産物のライム

ケーキを心土に投入することにより y１の改善を図った。その

結果，y１の低下が認められ，さらに硬度の低下など心土が適正

に改善された。

（水土の知７５―１１，pp．４２～４３，２００７）
心土肥培耕，置換酸度，酸性土壌，炭カル，ライムケー

キ

（報文）

ドイツ，オーストリアにおける小水力発電の現状

小林 久

２００６年秋にオーストリア，ドイツの小水力発電設備の見学，

ヨーロッパ小水力協会，メーカーなどの関係者との情報交換を

行うための，視察・調査を実施した。ここでは，視察成果とし

て，ヨーロッパにおける小水力発電の現状，位置付けや政策・

制度上の特徴をまとめるとともに，特長的な小水力発電サイト

の視察概要を報告する。さらに，ドイツ，オーストリアにおけ

る小水力開発の考え方を概観した上で，わが国における小水力

発電の可能性について概観する。

（水土の知７５―１１，pp．３３～３６，２００７）
小水力発電，水車，再生可能エネルギー，ヨーロッパ，

固定価格買取り制度

（リポート）

農業土木学会誌におけるタイに関係した報告のレビュー

濱田 浩正

２００７年は，日タイ修好１２０年の記念の年である。そこで，

これを機に農業土木学会誌に掲載されたタイ関係の報告のレ

ビューを行った。報告は合計で３７編あり，それらを農業農村

開発（総合的なもの），圃場整備，土壌管理，灌漑排水，メコ

ン河委員会，その他にわけて紹介した。

（水土の知７５―１１，pp．３７～４０，２００７）
タイ，農業農村開発，圃場整備，土壌管理，灌漑排水，

メコン河委員会

５． GIS を利用した農地地すべり予測システムの開発

中里 裕臣・井上 敬資・海野 寿康

豪雨，地震に伴う農地災害による人的被害および作物，生産

施設等の被害を軽減するためには，災害発生予測と的確な防災

情報の発信を可能にする農地災害ハザードマップの整備が必要

である。ここでは地すべり防止区域分布図をベースマップとし

て，リアルタイムで入手できる気象情報および地震情報と重ね

あわせ，豪雨・地震発生時の警戒・点検範囲を検討するための

基礎資料を抽出できる GISシステムについて紹介する。今後
の課題として，気象情報を既存の地すべり観測データと比較し

ながら，地すべり危険度指標として定量化することがあげられ

る。

（水土の知７５―１１，pp．１９～２２，２００７）
地すべり防止区域，豪雨，地震，レーダーアメダス，災

害，GIS

（報文）

コンクリ－トダム排水設備の遊離石灰付着防止工法

植松宇之助・福田 守男

近年完成するコンクリートダムで合理化施工（RCD工法，
ELCM工法など）で施工されるものは，コンクリート堤体の
排水設備内に遊離石灰が付着することにより，排水能力の低下

とメンテナンスのため石灰除去作業が必要となる。このような

状況を回避するため，ダム下流の水質に影響を及ぼさないよう

薬剤を使用することなく環境に配慮した付着可能性判定方法と

付着防止工法を開発した。ここでは，新宮川ダムの排水設備に

おいて適用した事例を報告する。

（水土の知７５―１１，pp．２３～２６，２００７）
コンクリートダム，ランゲリア指数，遊離石灰，カルシ

ウム系スケール，空気酸化，pH制御，帯電化



（技術リポート：東北支部）

ため池整備における洪水吐・取水施設一体型の施工

佐藤 隆志

農業用ため池である片田駒込堤は，明治年代に築造されたと

いわれており，老朽化が進み，特に堤体のパイピング孔からの

漏水が著しく，決壊の恐れがあったことから，平成１４年～１７

年に，ため池等整備事業で改修を行った。ため池施設の洪水吐

および取水施設はそれぞれ独立して配置するのが一般的である

が，本ため池では地質・地形上の制約，工事費の縮減等から両

施設を一体構造として施工した。本報では，その概要について

紹介する。

（水土の知７５―１１，pp．４４～４５，２００７）
ため池，洪水吐，取水施設，工事費縮減，小洪水量

（技術リポート：関東支部）

小動物類の生息に配慮した

葦簀（よしず）型フリュームを用いた用水路整備

富岡 誠・菊池 暁・吉田 秀樹

埼玉県においても，生態系に配慮したさまざまな整備手法が

導入されてきたところである。「種足野通川地区（北埼玉郡騎

西町）」では，平成９年度に県営ほ場整備事業「担い手育成型」

として採択され，農地区画を１ha以上の大区画に拡大し担い
手集積を進めている。平成１８年度の用水路工事に当たり，「カ

エルやヘビ等の小動物類が這い上がれるように」をコンセプト

に，自然素材の「葦簀（よしず）」を製造段階で貼付けた「葦

簀型フリューム」やステンレス製パイプを用水フリュームに架

け，塩ビパイプと一体化させ流水面に浮かせた「カエル・ヘビ

の脱出装置」を設置した。本報では，生態系に配慮した用水路

の施工事例を紹介する。

（水土の知７５―１１，pp．４６～４７，２００７）
用水路，整備，環境配慮，葦簀型フリューム，小動物脱

出装置，カエル，ヘビ

（技術リポート：京都支部）

ワークショップ手法によるため池整備計画の作成

船本 健正・大宅 洋

郊外都市として発展し，農家と非農家の混住化が進んだ地区

でのため池改修工事を計画する際，改修後の維持管理体制を確

立するためには，ため池を地域の交流の場として活用してもら

い，農業水利施設の必要性を認識してもらうことが大切であ

る。そこで今回，地域住民とのワークショップを開催し，より

よい親水空間の整備計画作成を試みた。その成果と課題につい

て紹介する。

（水土の知７５―１１，pp．４８～４９，２００７）
ワークショップ，地域住民，ため池，改修，計画

（技術リポート：中国四国支部）

地すべり地域冠頭部における地下水排除工の優先度

高木 圭介

地すべり対策事業は，地すべりの長期的安定確保の観点か

ら，地下水排除工を中心に据えるのが一般的である。一方，地

すべり地は豊富な湧水を背景に，集落が形成され農業が営まれ

る地盤を有している。地下水排除工は，周辺の水理構造を改変

し，その結果，地域の水利用にも影響を及ぼすこととなる。国

営地すべり対策事業「高知三波川帯地区」におけるこれまでの

工事実績から，地すべり地域の冠頭部において地下水排除工を

優先的に実施することが，地すべり対策および排除水の有効活

用という両方の観点から効果的であることがわかってきた。本

報は，この概要について述べたものである。

（水土の知７５―１１，pp．５０～５１，２００７）
地すべり地域，冠頭部，地下水滞水，地下水排除工，排

除水活用

（技術レポート：九州支部）

国営かんがい排水事業「筑後川下流地区」の排水管理

吉田 智之

筑後川下流地区一帯は福岡・佐賀両県に跨る有明海に面した

きわめて平坦な低平地であり，満潮時には排水不良による湛水

被害が生じやすい状況にある。施設の管理に当たっては，同一

系統の幹線水路における複数の制水門を一元的に操作し，洪水

の局所集中を避けることが重要である。そのために，適正な制

水門操作を行うための指標となる操作マニュアルを策定するこ

ととし，さまざまな操作パターンで排水解析を行い，労力節減

と湛水抑制の双方を満足する操作パターンを決定した。さら

に，施設を管理する関係機関が刻々と変化する水位情報を共有

できるシステムを構築した。本報では，その概要を紹介する。

（水土の知７５―１１，pp．５２～５３，２００７）
排水管理，かんがい排水事業，排水解析，制水門，水管

理システム
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